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第１号様式（第７条関係） 

 

令和〇年〇〇月〇〇日 

 

  公益財団法人東京都中小企業振興公社理事長 殿 

 

                        〒〇〇〇－〇〇〇〇 

                  登 記 上 の 

                 本 店 所 在 地 東京都〇〇区〇〇〇町〇－〇－〇  

                 名 称 株式会社 知財工業所 

                 役 職 名 代表取締役 

                 代 表 者 名 知財 太郎 

                                 

 

 

年度 AI×データ知財取得支援助成金 交付申請書 
 

 

下記のとおり助成事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 出願テーマ 

  〔○○○○○○装置及び方法〕 

 

２ 助成金交付申請額   400,000 円 

 

３ 申請状況 

〇申請日時点で本助成金以外に申請中又は申請予定の知的財産関連助成事業 

申請先 助成事業名 テーマ 助成金申請額 
本申請との経費重

複 

特許庁  

令和〇年度中小企

業等海外展開支援

事業費補助金  

○○○○○○装

置及び方法  
227,000 円 （ ）有（○）無 

    （ ）有（ ）無 

 

〇直近５年間において知的財産関連の助成金の交付を受けた実績 

年度 申請先 助成事業名 テーマ 助成金額 

令和〇  

年度  

東京都知的財産総

合センター  

外国特許出願費用助

成金  

○○○○○○装置及び

方法  

1,780,000

円  

     

  

交付申請書記入例 

会社：履歴事項全部証明書記載の 

本店所在地 

個人事業主：住民票記載の住所 

１０「出願から登録までの経費見積

り及び助成金交付申請額」の『助成

金交付申請額』を転記 
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４ 申請者の概要 

フリガナ 

名  称 

チザイコウギョウショ  

株式会社 知財工業所  

フリガナ 

代表者名 

チザイ タロウ  

知財 太郎  

東京都内の 

登記上所在地 

〒○○○－○○○○  

東京都○○区○○○町○－○－○   

ＴＥＬ ○○－○○○○－○○○○  

ＦＡＸ ○○－○○○○－○○○○  

連絡先 

所在地 

〒○○○－○○○○  

東京都○○区○○○町○－○－○  

ＴＥＬ ○○－○○○○－○○○○  

ＦＡＸ 
○○－○○○○－○○○○  

フリガナ 

連絡担当者 

チザイ  ジロウ  

知財 次郎  
部署 技術部  

役職 部長  

E-MAIL ○○○○○○＠○○○○○  

資本金 

又は出資金 
 ３0,000 千円  

常時使用

する 

従業員数

（注１） 

        ８0 名 

（ う ち 正 社 員    

名） 

設立年月日 

（注２）  
 （和暦）令和〇○年○○月○○日 

中小企業 

基本法上の 

業種分類 

（注３） 

（〇）製造業その他（ ）卸売業    （ ）サービス業 （ ）小売業  

（ ）中小企業団体（ ）一般社団法人（ ）一般財団法人 

産業分類上の

業種分類 

（注４） 

大分類：E 製造業  

中分類：28 電子部品・デバイス・電子回路製造業  

小分類：2814 集積回路製造業 

事業概要 

(概ね 50 字以内

で簡潔に記載) 

 

○○○の製造・販売  

 

（注１）従業員数は、労働基準法上の労働契約に基づく労働者のうち、同法第 20 条の解雇の

予告を必要とする者の数を記入してください。 

（注２）個人事業者の場合は開業届に記載している開業年月日 

（注３）次のウェブページを参照してください。中小企業庁 http://www.chusho.meti.go.jp/ 

＞中小企業庁について＞中小企業・小規模企業者の定義＞中小企業の定義に関するよくある質

問＞Q4 

（注４）次のウェブページを参照してください。総務省 http://www.soumu.go.jp/index.html 

＞政策＞国民生活と安心・安全＞統計基準等＞分類に関する統計基準＞日本標準産業分類  

会社：履歴事項全部証明書記載の住所  

個人事業主：開業届記載の事業所住所  郵便物の送付先住所  

jGrants の交付申請フォームに入力した

「担当者メールアドレス」と同じ  

和暦で記載  
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５ 役員・株主名簿 

申請日現在 

役員・株主 

（該当に〇印） 

氏名 

（注１） 

役職等 

（注２） 

持ち株数 

（注３） 

持ち株 

比率

（％） 

大企業に該当 

（注４） 

（ ）役員 

（ ）株主 
知財太郎  代表取締役  500 36.4 

 

（ ）役員 

（ ）株主 
知財一朗  

取締役管理部

長  
475 34.5  

（ ）役員 

（ ）株主 
東京花子  監査役  100 7.3  

（ ）役員 

（ ）株主 
㈱中央商事  

取引先  

（仕入先）  
130 9.5 ○  

（ ）役員 

（ ）株主 
青葉工業㈱  

取引先  

（仕入先）  
120 8.7  

（ ）役員 

（ ）株主 
秋葉公一  

取締役営業部

長  
50 3.6  

（ ）役員 

（ ）株主 
品川二朗  

取締役研究部

長  
なし    

（ ）役員 

（ ）株主 
   

 
 

その他の株主 
 

    

合 計 1,375 100  

 

（注１）役員は監査役を含めて全員記載してください。名簿が履歴事項全部証明書の役員に

関する事項又は確定申告書別表二の株主明細と異なる場合は、下記にその理由を記載し

てください。 

（注２）役員の場合は役職、株主の場合は申請者との関係及び職業を記載してください。 

（注３）持ち株数が多い順に株主を記載し、持ち株比率 70％を超えるまで個別に記載してく

ださい（ただし、株主が法人等の場合は全て記載してください。）。残りの株主について

は、「その他の株主」として持ち株数と持ち部比率をまとめて記載することも可能です。 

（注４）名簿の中に大企業の該当がある場合は、下記にその情報を記載してください。 

 

〇履歴事項全部証明書の役員に関する事項又は確定申告書別表二の株主明細と異なる理由 

確定申告後に株主の変動があった。  

 

〇名簿の中に大企業の該当がある場合の企業情報 

企業名 資本金額 従業員数 業種 

㈱中央商事  ○ ,○○○ ,○○○円  ○○○名  ○○業  

    

 

 

大企業に該当

する場合は○

印を付ける  

合計は「100」にして

下さい  

履歴事項全部証明書に記載の株数

と同じになるようにする  
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６ 助成事業計画書 

出願テーマ ○○○○○○装置及び方法  

発明の概要 ＡＩを活用した○○○○○○・・・  

発明者 知財次郎（役職：技術部部長）、知財五郎  

出願人 

（予定） 

株式会社 知財工業所  

共同出願人 

（予定） 

※共同出願人が

いる場合記載 

株式会社 ＩＰ鉄工  

外国出願の 

予定 

（○）有   （ ）無 

１ 申請の動機・目的・意欲 

ＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術の特許等出願（権利化）を目指す動機・目的・意欲 

 

動機：当社はAIを活用した○○技術の研究開発を行い、○○○という新機能の実用化に目途をつ

けることができた。今後、当社の〇〇事業分野は市場規模の拡大が見込まれるが、この新機能は

当社製品のシェアアップに極めて有用なものと確信しており、〇〇技術に関する特許を取得する

ことで新製品を確実に保護したい。   

目的：今後、○○という社会課題に基づくニーズを背景に〇〇事業分野の市場拡大が見込まれ、

競合他社との競争激化や新規参入が予想される。従って、〇〇技術の特許を早期に取得すること

で競合他社の模倣を抑止する参入障壁を構築し、市場における当社の競争優位性を確立したい。 

意欲：もし、助成対象に採択されなかった場合でも、特許権の取得は必須と考えており、自己資

金と○○銀行からの融資など工夫して経費の確保を図る予定である。  

  

２ 技術力・開発力 

現在構想しているＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術・製品又はサービスの機能、特徴等  

（図などを用いて具体的に判り易く記載） 

 

技術力：〇〇事業分野は、企業毎に製品システムの仕様や設定の多岐にわたるカスタマイズが必

要になるためＡＩ活用の技術的ハードルが高く導入がなかなか進まなかった。当社は、この技術

課題を解決するために○○技術の研究開発を行い、当社独自の○○○という新機能の実用化に目

途をつけた。この技術の特徴は○○○○という点あり、新機能により大幅な省力化が実現され、

従来比で工数○○％削減が見込まれる。  

開発力：当社には○○名のソフトウェア技術者がおり、これまでに○○○など数多くの製品シス

テムの開発実績と蓄積された独自ノウハウがある。今回の AI 技術は、これら技術者が様々な知

見、高い技術力、独自ノウハウを活かし社内開発した。  

 

（図）  

 

 

外国特許出願助成等の公社の他助成金

との併願はできません。  
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３ 事業性 

本申請に関する製品等の市場規模とその根拠、及び当該製品等のシェアとその根拠、又はライセ

ンス等による活用の見込み等（できる限り具体的に記載） 

（１）  現在構想しているＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術・製品又はサービスにおける、

市場の動向（規模・成長性 等） 

〇〇事業分野の市場規模（国内）は、〇〇という社会課題に基づく市場ニーズを背景に、下表の

通り、今後、大幅な拡大が見込まれる。  

時期  市場規模（国内）  

＊〇〇事業分野の市場規模（下図より）  

〇〇年度（昨年）  〇億円  

〇〇年度（今年）  〇億円  

〇〇年度（３年後）  〇億円  

 

＊〇〇事業分野の市場規模予測（出典〇〇〇）  

 

 

（２）市場での優位性（競合会社の状況、シェア等） 

〇〇技術による新機能を備えた当社の製品システムは従来比で工数○○％削減という競合製品

には出来ない強みがあり、市場での競争優位性を確保できる。下表の通り、現状の当社シェアは

１０％（第３位）だが、この競争優位性を活かし、３年後にシェアトップを目指す。  

時期  当社売上  当社シェアと競合  

〇〇年度（昨年）  〇〇〇万円（実績）  

（販売単価○○万円）  

シェア：１０％（第３位）  

主な競合：２社（〇〇(株)等）  

〇〇年度（今年）  〇〇〇万円（計画）  シェア：１０％（第３位） 

主な競合：３社（〇〇 (株)、△△(株)等） 

〇〇年度（３年後）  〇〇〇万円（計画）  シェア：２０％（第１位） 

主な競合（見込）：５社  

 

（３）特許等取得後の事業展開構想 

〇〇年度までは国内市場のシェアトップを目標に販売代理店の拡充やライセンス供与を含めた

製品の販売強化に取り組む。事業展開に役立つ出願と権利取得を戦略的に進める。 

 

４ 事業展開 

（１）事業形態及び具体的な進め方 

  

事業形態 

（該当するもの 

全てに〇印） 

（〇）自社開発（製造）・自社販売（直販・サービス提供含む） 

（ ）他社への製造（開発）委託・自社販売 

（ ）知的財産の供与（特許権に関するものに限る） 

（ ）その他（他社への販売委託、受託開発など） 

その他の場合、事業形態：（        ）     

現在の進捗状況 ・試作品の開発完了：〇〇年○○月○○日  

・ＰｏＣ：〇〇年○○月○○日～〇〇年○○月○○日  
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今後の展開 
・正式版リリース：〇〇年○○月（予定）  

・顧客企業：(株)○○○、(株)□□□（予定）  

事業展開推進のための 

早期審査制度等の 

利用 

出願と同時に審査請求（早期審査）する予定  

 

（２）収益計画 

〇助成事業終了後の収益計画 ※数字のみ入力 

 初年度 ２年目 ３年目 

売上高 ○○○○  ○○○○  ○○○○  

営業損益 ○○○  ○○○  ○○○  

 

〇売上高の算出根拠 ※価格×数量当の具体的な算式を用いて記載 

初年度 （価格）○○×（数量）□□  

２年目 （価格）○○×（数量）□□  

３年目 （価格）○○×（数量）□□  

 

（３）実施体制 

開発体制 

ＡＩ等の技術革新によるデー

タ活用技術の開発担当者は何

名いますか。 

 

（○）いる  （５名）  

   

（ ）いない 

開発主担当者 

氏名 知財次郎  

役職 技術部部長  

技術面での得意分野 ○○○○  

研究開発経歴 ○○○○  

△△△△  

□□□□  

知財実務体制 

特許等出願実務の担当者は何名

いますか。 

（○）いる  （兼務１名） 

   

（ ）いない 

 

 

 

 

７ 特許登録までのスケジュール 

項   目 本

年 

４ 

月 

 

 

５ 

月 

 

 

６ 

月 

 

 

７ 

月 

 

 

８ 

月 

 

 

９ 

月 

 

 

10 

月 

 

 

11 

月 

 

 

12 

月 

 

 

１ 

月 

 

 

２ 

月 

 

 

３ 

月 

開発スケジュール 

（試作） 

（販売） 

 

○ 

  

 

 

○ 

     

 

〇 

   

出願  ○           

審査請求  ○           

登録           ○  
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８ 知的財産総合センター及び中小企業振興公社等の利用実績 

１ 東京都知的財産総合センターの利用状況 

○ 知財助成 

○ 知財相談 

 知財セミナー 

 知的財産戦略導入支援事業 

 その他（                             ） 

 利用なし 
 

２ 中小企業振興公社事業の利用状況 

 事業（  年度 テーマ             ） 

 事業（  年度 テーマ             ） 

 
公社で実施しているその他の助成事業 

（  年度 事業名       申請テーマ            ） 

 その他（  年度 事業名          ） 

○ 利用なし 
 

３ 東京都及びその他団体での受賞歴等 

年度 団体名 受賞名 対象製品・技術 

    

    

    

    
 

 

９ 適用希望助成率 

希望  助成率・額 中小企業者・小規模企業者の定義 

（○） 中小企業者 助成対象経費の２分の１以内・

４５万円以下 

次の１～４のいずれかに該当すること。 

 

１ 製造業、建設業、運輸業、情報通信業

（ソフトウェア業、情報処理サービス行

を含む）、その他の業種 

 資本金の額又は出資の総額が 3 億円以

下の会社又は常時使用する従業員の数が

300 人以下の会社及び個人 

 ※ゴム製品製造業（自動車又は航空機

用タイヤ製造業及びチューブ製造業並び

に工業用ベルト製造業を除く）は資本金

3 億円以下又は従業員 900 人以下 

 

２ 卸売業 

 資本金の額又は出資の総額が 1 億円以

下の会社又は常時使用する従業員の数が

100 人以下の会社及び個人 

 

３ サービス業 

 資本金の額又は出資の総額が 5 千万円

以下の会社又は常時使用する従業員の数

が 100 人以下の会社及び個人 

 ※旅館業は資本金 5 千万円以下又は従

業員 200 人以下 
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４ 小売業 

 資本金の額又は出資の総額が 5 千万円

以下の会社又は常時使用する従業員の数

が 50 人以下の会社及び個人 

（ ） 小規模企業

者 

助成対象経費の３分の２以内・

６０万円以下 

次の１、２のいずれかに該当すること。 

１ 製造業、建設業、運輸業、情報通信業

（ソフトウェア業、情報処理サービス行

を含む）、その他の業種 

 常時使用する従業員の数が２０人以下

の会社及び個人 

 

２ 卸売業・サービス業・小売業 

 常時使用する従業員の数が５人以下の

会社及び個人 

 

10 出願から登録までの経費見積り及び助成金交付申請額 

（単位：円） 

経 費 内 容 助成事業に 

要する経費 

助成対象経費 助成金 

交付申請額 

出願費用  495,000 450,000  

審査請求費用（早期審査含む）  132,000 120,000 

中間手続き費用  176,000 160,000 

登録費用  77,000 70,000 

   

   

   

   

   

   

合    計 880,000 800,000 400,000 

 

 

11 資金調達の内訳 

（単位：円） 

区分 資金調達金額 調達先 進捗状況等 

自己資金 280,000   

銀行借入金 600,000 ○○銀行□□支店  （○）調達済（ ）内諾済 

（ ）折衝中（ ）相談前 

役員借入金   （ ）調達済（ ）内諾済 

（ ）折衝中（ ）相談前 

その他   （ ）調達済（ ）内諾済 

（ ）折衝中（ ）相談前 

  （ ）調達済（ ）内諾済 

（ ）折衝中（ ）相談前 

合計 880,000   

 

ここに記載した金額

は架空のものです。   

費用として妥当かど

うかの目安には使え

ません。  

1/2 又は 2/3 にして千円未満は

切り捨てる（限度額を超えないよ

うに注意）  

2「助成金交付申請

額」欄と同じ金額  一致を確認する  


